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1.本論文の主旨と構成
1.本論文の主 旨
本論文は、1995年をピークとする対中投資ブーム時に中国へ進出した日本企業の海外子会
社に注 目し、それ らの進出形態およびマネジメン ト人材の配置、 さらには進出後の生存率に
影響 を与える要因を実証分析によって明 らかにすることを試みている。すなわち、対中投資
ブーム時に中国へ進出した日本企業が、どのように進出 し、 どのように進出後のオペ レーシ
ョンをマ.ネー ジしてきたのか、そして、事業 を継続 してきた企業 と継続できなかった企.業と
の問にどのような差異があるのかを分析 している。
これまで、中国において事業を行 うことの難 しさや、その原因については多くの先行研究
や実務書等 によって説明 されてきた。しかしなが ら一方で、中国における日本企業の生存に
影響を..与える.要因をデータに基づいて客観的 ・実証.的に.分析 した先行研究は少なく、 さらに
長期的な視点から晃た戦略パ ターンやパ フォーマンスを分析 しているものはほとんどない。
したがって、中国において事業を継続 していく..1:で重要であるとこれまで指摘 されて きた要
因が、客観的に見ても妥当であるのか、 もしくは少数の事例を超 えて..一.一般的にも適用可能な
ものであるのかどうかは、依然として不明である。
また、本論文が注 目した1995.年をピークとする対中投資ブーム時の中国は、進出先 とし
て非常に不確実性が高いと予想 されるにもかかわらず、多くの 日本企業が競 うように進出す
るとい う特殊 な状況にあった。そのような状況において、企業がどのように意思決定を行っ
たのか、そ してそれが企業のパ フォーマ ンスにどのような影響 を与えたのかを分析すること
で、従来の理論を再検討 し、新たな視点 を提示できる可能性がある。
本論文では、多国籍企業による海外進出形態の選択、人材の配置、そして進出後の生存率
に注 目し、それぞれについて綿密な先行研究レビューを行った上で研究課題を抽出 し、中国
に進出 した日本企業を対象に独自の実証分析 を行 うことで、その課題の解決を試みている。
よ り具体的には、まず、短中投資ブーム時の中国において企業がどのよ.うに進出形態を選択
したのか、そして進出形態の選択が進出後の生存率にどのように影響 したのかという問題に
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ついて、取引 コス ト理論および制度理論の視点か ら検討 している。これまで、企業がどのよ
うに海外進trs形態を選択するのかという問題について.は、取引コス トによる説明、 もしくは
制度環境による説明が代表的であったが、先行研究の分析結果は必ず しも一致 していない。
その中で本論文は、対中投資ブーム時の中園 という不確実性の高い環境において、進出形態
の選択が取引コス トで説明できるのか、制度環境で説明で きるのか、そしてその選択が進出
後の事業継続にどの ように影響 を与えたのかを分析 している。
さらに本論文では、海外f.会社における.入材配置について、海外派遣社員の活用と現地人
材の活用とい う2つの選択肢それぞれのメリッ トおよびデメ リットを先行研究に基づいて整
理 し、中国進出時に日本企業がどのような人材醜置を行6た のか、そ して進出後の現地化も
含めた海外子会社における人材配置が事業継続の可能性 にどのような影響を与えたのかを検
討 している。とりわけ、海外子会社における人材の現地化につ いては、 日本企業が他国の企
業に比べて本国か らの社員派遣を重視 してきたという背景からか、 これまで現地化を積極的
に進めるべきだ という主張が優勢であった。その中で本論文は、現地人材を活用することの
メリットのみでなく、本国親会社か らの海外派遣社員が有す る役割(海 外子会社のコン トロ
ール/海 外子会祉への知識移転)の 重要性や、現地人材を活用することのデメリットも合わ
せて検討し、客観的かつ長期的なデータに基づ く分析によって人材現地化と生存率 との関係
を検証 している。
本論文は、以tの ような分析 を通 じて、中国進出時の 日本企業による海外進出形態の選択、
人材の配置、そ して進出後の生存率がどのような関係にあったのかを明らかにしようとして
いる。論文提出者はそれによって、従来の理論や主張を再検討 し、新たな知見を付け加える
ことができると考えている。
2.本論文の構成
本論文の構成は、以...ドのとお りである、
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II.本 論 文 の 概 要
本論文の概要は、以下のとおりである、,
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第1章 では、 日本企業の対中投資の変遷を中心に研究の背景 を説明 した上で、本論文の目
的および構成 を示 している。具体的には、まず1995年をピークとする対中投資ブームにお
いて、日本企業は積極的に中国へ進 出したが、1990年代後半には対中投資が大幅に減少 し、
中0か ら撤退する日本企業の数 も急激に増加 したとい うことをデータによって示 している。
それを受けて、本論文の目的は、1995年をピークとする対中投資ブームに中国へ進出 した日
本企業が、どのように進出し、どのように進出後のオペレーシ ョンをマネージしてきたのか、
そして、事業を継続 して きた企業と継続で.きなかった企業と.の問にどのような差異があるの
かを明らかにすることであると述べている。 また、これまで中国における日本企業の生存 に
影響 を与える要因をデータに基づいて客観的 ・実証的に分析 した研究が少ない中で、それら
の問題を客観的なデー タに基づ く実証分析によって明らかにす ることを本論文の特徴 として
挙げている。
第2章 では、第1章 で示 された研究 目的に基づいて、企業の海外進出に関連する先行研究
をレビューしている。そこでは、そ もそもなぜ企業が海外に進出するのかとい う問題につい
て、所有および立地の優位姓、プロダクトサイクル理論、内部化理論、そ して折衷パ ラダイ
ムといった伝統的な理論の位置づけを整理 している。 さらに、多国籍企業を受け人れ るホス
ト国側の視点として、技術移転によって経済 が発展するという正の側面と、現地.rの 経営
を圧迫 し.社会的 ・文化的な摩擦を引 き起 こすという負の側面 を挙げている。それ らを合わせ
て、多国籍企業は進出先のホス ト国において優遇策に基づ く立地優位性 を活用 し、かつ制限
や規制による外国企.業の不利益を所有の優位によって克服することで、ホ.スト国市場 もしく
はグローバル市場において生き残 り、競争優位を構築 していかなければな らないと論じてい
る。
第3章 では、 日本企業の海外進出の状況について、そ して進出先としての中国について、
それぞれ基本的なデータや情報を整理 している。そこでは、1990年代の海外直接投資の中心
がアジアであったこと、そ してその中でも中国が最も重要な直接投資先 となってきたことを
取り上げた上で、中国における対外開放の歴史、直接投資の受け入れ形態、外国企業にとっ
ての事業環境について詳細に記述 している。その上で、ホス ト国 としての当時の中国におい
ては、積極的な対外開放の.…一方で、外国企業は外資政策の頻繁な変更や法制度の未整備、.文
化的な摩擦、さまざまな紛争等に直面 し、先の読めない不確実な.環境で事業 を継続 しなけれ
ばならなかったと指摘 し、本論文が分析す るデータの背景 を説明 している。
第4章 は、本論文の分析対象となる中国へ直接投資によって進出 した日本rの 海外子会
社について、その基.本的なデータの特徴を説明 している。具体的には、進出形態の比率、 ト
ップマネジメン ト人材の国籍の比率、従業員数や本国親会社からの派遣社員数、全体の生存
率曲線、事業目的の傾向、商社によるifS資の有無および比率、親.会社の海外進出状況につい
て記述 している。
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第5章 は、海外進出形態の選択について、先行研究をレビューしている.そ こではまず、
輸mも 含めた進出形態の タ.イブを親会社によるコン トロールの程度 という側面か ら分類
し、海外子会社に対するコン トロールの必要性 と、その一方で存在する強いコン トロールの
問題点を明らかに している。 また、進出形態の決定要因、すなわち企業がどの ようにして進
出形態を選択するのかについて、関連する先行研究をレビューし、取引コス トに注貝する視
点および制度環境に注 目する視点、そ し.て組織能力/経 営資源に注 目する視点 を中心に、進
出形態の決定要因を説明する先行研究の考 え方 を整理 している。
さらに第5章 では、海外進出形態 と進 出後の海外.子会社のパブォーマンスとの関係につい
て先行研究の分析結果を整理 した上で、海外進出形態に関 して、本研究における2つ の分析
の視点を提示 している。第一の分析の視点は、中国において高い不確実性、そ しておそらく
制度環境からの強い圧力に直面 した日本企業が、 どのように中国進出の形態 を選択 したのか
というものである。そして第二の視点は、中国へ進出する際にどのように進出形態を選択 し
た企業が中国において生き残ってきたのかとい.うものである。
第6章 では、第5章 の議論に基づき、.日本企業の中国進出における進L11形態の選択 に関 し
て、主に取引コス トと制度環境に注 目して仮説を導出 した上で、データを用いてそれらを検
証している。具体的には、コントロールの程度としての出資比率や、進出形態 としてのジョ
イン トベンチャーもしくは完全所有子会社の選択に注目し、それ らの意思決定がどのような
要因に影響されたのかを探っている。その結果 として、 日本企業は中国進吊において、必ず
しも取引コス トアプローチによって説明 されるよ.うな経済合理的な進出形態の選択 を行って
いたわけではないとい うことが示 されている。具体的には、取引コストアブローチを支持す
る分析結果として、日本側親会社の広告集約度がコン トロールの程度や完全所有子会社の選
択に対して正の有意な.影響 を示.した..:.一方で、他の分析結果.(ホス ト国でのジョイン ト.ベンチ
ャー経験、ホス ト国での完全所有子会社経験、研究開発.集約度)は 、制度環境の視点を支持
するものであった。そこから、研究開発集約度が高 く高度な技術知識 を有する企業や、.中国
において豊富な経験 を有す る企業が、制度環境か らの圧力に反'ILし、外的/内 的な正当性 を
確保するための進出形態を選択す る傾向にあったと論 じている。
第7章 では、第5章 の先行研究 レビュー、および第6章 の分析結果 をふまえて、日本企業
の中国進出における進出形態の選択と進出後の.生存率 との関係を分析 している。具体的.には、
製造機能を有する海外f.会社を対象として進出形態別の生存率を比較 し、その進出形態 と生
存率の関係が親会社の有する技術知識やブラン ドネーム、 さらには巾国における親会杖の経
験によって変化するかどうかを検証 している。その中で、過半数出資のジョイン トベ ンチャ
ーが多 くの場合、他の進出形態よ りも高い生存率 を示 しているが、とりわけ1990年代後半
の中国においては、n側 親会社が所有によるコン トロールを確保することで、より安定的
に事業を継続で きたとしていa.:紺照的に、折半出資の ジョ.イン トベンチャーは多くの分析
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結果 において最 も生存率が低かったが、これについて、同等の所有権を有する2社 もしくは
それ以Lの 親会社が存在する場合には、利害の不一致か らマネジメン ト上の問題が発生 しや
す く.、そのような進出形態を選択 した企業が中国において事業を継続することが容易ではな
かったとしている。 これらの分析結果から、取引コス トアプローチが主張するように、た と
えば親会社の中国における経験が乏 しい場合にジョイン トベンチャーでの進出が有効である
が、 その場合で も、現地パー トナーとの間で多くの調整が必要となる折半出資ではな く、 日
本側親会社が過半数を出資することで現地パー トナーが有する知識やネッ トワークを利用 し
ながら親会社の戦略と整合的な事業を進めることができ、結果 として海外.f会社は高い生存
率を達成 できてきたと論 じている。
第8章 では、海外子会社における人材配置に注 目し、本国親会社からの社員派遣と現地人
材の活用という2つ の選択肢について、 それぞれの.メリ.ット/デメリッ トを整理した上で、
人材配置 と第5章 で議論した進出形態との関係、.そして人材配置と海外子会社のパフォーマ
ンスとの関係について、先行研究をレビュー.している.。..まず海外派遣社員の役割に関しては、
①地理的 もしくは文化的に離れた国の海外子会社を直接的(行 動や成果の監視)お よび間接
的(企 業文化や規範の浸透)に コン トロール し、②必要 な企業固有の知識やスキルを海外子
会社へ効率的に移転 し、さらに③国際ビジネスを自ら実際に経験 したマネジャーを創り出 し
て知識を蓄積させるために重要であると論じている。その上で、海外子会社において本国親
会社か らの派遣マネジャーを活用す ることの問題点(現 地人材 を活用することのメリッ ト)
についても、雇用コス ト、現地特有の言語や.文化.に関する知識、現地従業員とのコミュニ ケ
ーションや信頼関係、長期的な雇用の可能性、現地人材のモチベーション等の点から整理 し
ている。
これ らの先行研究 レビュrに基づ き、第8章 では海外予会社 における人材配置に関 して、
本論文における2つ の分析の視点を提示 している.第....一の分析の視点は、 日本企業が中国で
設立 した海外子会社において トップマネジメン ト人材や他の入材を配置する際、どのような
意思決定を行ったかということである.第二の分析の視点は、1995年をピークとする対中投
資 ブーム時に中国へ進出 した日本企業について、その海外.子.会社の トップマネジメン ト人材
や他の人材の配置に関する意思決定が、中国における.事業の継続、すなわち生.存に対 して ど
のような影響を与えたのかということである。
第9章 では、第8章 で示された第一の分析の視点につ いて、中国へ直接投資によって進出
した目本.企業が設立 した海外子会社にどのように人材 を配置 したのかを探っている。具体的
には、海外子会社の トップマネジ.メン ト人材および他の人材に注目し、 日本企業による海外
子会社の人材配置に関する意思決定がどのような要因に影響 されたのかを分析 している。そ
の分析結果として、海外子会社 トップの人材配置にのみ影響 を与える要因、 トップ以外の入
材配置にのみ影響 を与える要因、そ して、それ らに異なる影響を与える要riが存在するとい
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うことを示 している。そこから、海外子会社に派遣 される トップマネジメン ト人材と他の人
材 とに期待 される役割は当然なが ら異な り、少なくとも当時の日本企業の中国における海外
子会社では、 トップマネジメン ト人材はコントa一ルの役割、他の人材は技術知識を移転す
る役割を期待 されていたと論じている。
第10章では、第8章 の議論および第9章 の分析結果に基づいて、 日本企業の中国におけ
る海外子会社の人材配置と生存率の関係について、 とりわけ人材の現地化に注目して分析を
行っている。その結果 として、少なくともこれまでの中国においては、単純に現地人材 を ト
ップに配置 したから、もしくは本国親会社からの海外派遣社員を減 らして従業員の現地化を
進めたか らといって、海外子会社のパフォーマ ンスが高 まるわけではなかったということが
示 されている。 さらに、日本側親会社の所有によるコントロール(出 資比率)の 程度別に分
析を行った結果から、場合によっては人材の現地化が海外子会社の生存率を低下させる可能
性 もあるとしている。現地化する人材のポジシ ョンと日本側親会社のコン トロールの程度を
組み合わせて行ったい くつかの分析結果に基づき、①海外子会社において人材の現地化が常
にパフォーマ ンスを高めるわけではないということ、② トップマネジメン ト人材の現地化と
従業員の現地化が海外子会社のパフォーマンスに及ぼす影響はそれぞれ異 なるとい うこと、
さらに③その影響が所有によるコン トロールの程度 との関係で変化するということを明らか
にしている。そこから、どのような場合に現地化をすべ きか、 どのような場合には現地化す
べきでないのかとい うことについて、いくつかのパ ターンを示 している。
第11章では、研究のまとめ として各章の内容お.よび.分析結果を振 り返 った上で、横断的
に全体の考察 を行い、それに基づいて本研究全体としての結論およびインプリケーション、
そして課題を示 している。その中で、 まず日本企業はこれまでの海外進出、少なくとも巾国
進出において、必ず しも取引コ.ストアブローチによって説明 され るような経済合理的な進出
形態の選択を行って きたわけではなかったとしている。それは進出先の制度環境や、企業の
内部制度環境からの圧力に対応 し、正当性 を確保するためであったが、実際に進出後に事業
を継続で きていたのは、取引コス トアプローチによって説明 され るような経済合理的な進出
形態の選択を行っていた海外子会社であったとし、進出後の事業の継続可能性を高めるため
には、取引コス トを考慮 した経済合理的な進出形態の選択 を可能 とするよう、内部制度環境
における変化への抵抗の存在を認識 し、それを解消 して進出形態を柔軟に選択.・変更 してい
くことが必:要であると論 じている。
また進出後のマネジメン トに関連 して、 これまで海外派遣社員が有するいくつかの役割が
主張 されてきたが、海外f会 社においてそれらの役割を担 う人材は異 なり、またそれによっ
て、海外子会社における人材の現地化が海外子会社のパフォーマ ンスに与える影響も トップ
マネジメン ト人材とその他の人材とで異なってくると論 じている。 さらに、 とりわけ中国に
おいて重要性が.主張 されて きた現地化について、必ず しも常に海外子会社の事業の継続可能
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性を高めるものではなく、親会社か らの海外派遣社員を減 らして人材の現地化を進めるべ き
場合 と、海外派遺社員のメ リットを生かすべき場合があり、それを間違えると事業の継続可
能性が低下 してしまうと論 じている。
皿.審 査.結果の要旨
本論文の審査結果は、以下のとおりである。
1,本論文の長所
本論文には、以下のような長所が認められる。
(1)本論文の理論的貢献のひ とつとして、海外進出形態め選択に関する理論を精緻化 した点
が挙げられる。これまで企業がどのように海外進出形態を選択するのかという問題につ
いては、取引コス トによる説明、 もしくは制度環境による説明が代表的であったが、先
行研究の分析結果は必ず しも一致 していなかった。本論文は、ホス ト国環境の不確実性
が高いと予想 されるにも関わ らず多くの企業が積極的に進出した1990年代半ばの対中
投資ブームという時期に注 目し、そのような状況における進出形態の選択が取引コス ト
で説明できるのか、もしくは制度環境で説明できるのか、そ してその選択が進出後の事
業継続にどのように影響を与えたのかを分析 している。その結果として、日本企業によ
る海外進出形態の選択は必ず しも取 引ゴズ..トによって説明されるような経済合理的なも
のではなく、制度環境か らの圧力に対応 したものであったが、進LI1後.に事業を継続で き
ていたのは、取引コス トによって説明さ.れるような経済合理的な進出形態の選択 を行っ
ていた海外.子会社であることを示 している。
(2)海外.子会社における人材配置について、海外派遣社.員の役割が海外子会社 トッ.プ.と他の
従業員で異なるということを実証的に示 した点 も.、本論文の貢献点のひ とつであろう。
先行研究では、海外派遣社員は主に海外子会社のコントロールと海外子会社への知識移
転という2つの大きな役割を担 うとされて きたものの、本国親会社か ら派遣される社員
はさまさまであり、先行研究では誰がどの役割 を担 う.かということは明確に されていな
かっ.た。本論文は、海外子会社の トップおよび他の従業員のそれぞれについて、どのよ
うな場合 に本国親会社から社員が派遣 され るかを分析 し、それぞれ期待 される役割が明
確 に異なるということを示 している。
(3)海外子会社における人材の現地toについて、長期的なデータを用いて詳細かつ客観的に
分析 した点は、本論 文の重要なオ リジナ リテ ィとして評価できる。海外子会社の現地化
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については、日本企業が他国の企業に比べて本国か らの社員派遣 を重視 してきたという
背景からか、これまでは当然現地化を積極的に進めるべきだという主張がほとんどであ
った。 しか し、それらの主張の多 くは現地人材を活用することのメリッhにのみ注 目し
てお り、 そのデメ リット、 もしくは海外派遣社員を活用することのメリッ トについては
必ず しも議論 されていない。また、それらの主張の多くは、客観的なデータに基づいて、
現地化す るとパ フォーマンス.が良く.な.るという ζとを.実証したものではなかった。本研
究では、海外派遣社員および現地人材それぞれの メリット/デメリッ トを整理 した上で、
少な くともこれまでの中国において、人材の現地化が常に海外子会社のパフォーマンス
を高めて きたわけではないということを、客観的なデータによ.って示 している。さらに、
どのような場合にどのポジションの人材を現地化すべきなのかということについて、先
の進出形態の選択 との関連性を含めて明 らかに している。 この点は、海外子会社のマネ
ジメン トに関す る議論の発展に大きな影響を及ぼす可能性があると言 える。
④ 本論文は、 日本企業の海外子会社のパフォ:←マ.ン.スを生存率によって測定 しているが、
その点 も本論文の意義として評価できる。従来の研究では、パフォーマンス尺度として
財務業績をあげるものがほとんどであつた。 しか し財務業績は短期的な分析に陥りやす
く、また親会社の振替価格政策の影響もあって実態 を正確に反映 したものではない。本
論文は、より長期的な視点か らパ フォーマンスの測定 を試みており、その中で生存率を
測定 してお り斬新である。
⑤ 本論文は、子会社の生存率に影響 を与える要因として、進出形態と人材配置の2つ をあ
げている。従来の研究は、進出形態 もしくは人材配置のいずれか.一方からアプロ門チし
たものであった。これは～.研究.者が応用経済学 .6.戦略論の視点か、組織行動論や人的資
源管理論の視点のいずれかか ら分析するのみであらた.ことが原因.としてあげられ.る.本
論文はこれ らの統合 を試みており、説明力も高いものになっている。
2.本 論 文 の 短 所
.・方、本論文 には、 以下 のよ うな短所が見 られ る。
(1)第2章の先行研究 レビューではいくつかの理論が検討 されているものの、海外進出に関
す る経済学.的な視点か らの分析や社会学的新制度論の視点からの検討はな されていな
.い。 これ らに関 しては、本論文の主題である海外進出形態や人材配置とは直接関係する
理論ではないが、海外進出の要因を検討するならばこれ らの学問領域の成果.も検討すべ
きである。
(2>本論文では、海外子会社の生存率の決定要因として進出形態と人材配置に注目し、それ
ぞれについて各章で分析を行っている。それら大 きな2つ の要因から分析 したというこ
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とが本論文の特徴のひとつ となっていることを考 えると、それらの要因をより統合 した
分析や考察が望ましい と思われる。本論文では、第10章において進出形態 と人材配置
を組み合わせた分析 を行い、第11章の結論部分で各章.の分析結果の統合を試みている
が、論文全体としてより明示的に2つ のICJと生存率の関係 を分析できれば、さらに意
義のある研究になると思われる。
(3)論文提出者自身も課題として記述 しているが、本論文は客観的なデータを分析すること
で、進出形態の選択において経済合理性が阻害 され る.pr能性 を指嫡 している一方で、そ
.の経済n理 性がどのようなメカニズムで阻害 され るのか、そしてその問題をどのように
克服すべきかを明 らかにしていない。これは二次データを用いた仮説検証型の実証研究
という性格上、ある程度は避けられない問題であるが、い くつかの事例に焦点を当て.て
具体的かつ詳細に質的な調査 を行うことも必要であろう。それによって、より現実的な
インプリケーションを示すことが可能になると思.われる。
(4)進出先としての中国については、とりわけ2000..年のWTO加 盟以降に制度環境が急激
に変化 してきており、実際、2000以降に対中投資は再度急激に増加している。その中
で、1990年代半ばか ら後半の中国に注 目した本論.文の分析結果が今後の対中投資におい
てどのような意味を持つのかが不明確である。 さらに、本論文は日本企業の進出先とし
て中国のみを分析対象としているため、得 られた分析結果が当時の中国における環境要
因によるものだということを厳密に判断で きているとは言い難い。このような異なる時
点、異なるホス ト国、異なる制度環境の条件下において、企業による意思決定にどのよ
うな変化があるのか、また、その意思決定が進出後の事業継続 にどのような影響を与え
るのかという問題については、.今後優先的に検討する必要のある重要事項であろう。
3.結論
本論文には、以上のような長所と短所があるが、その長所に比べて、短所はきわめて軽微
であり、本論文の優秀性 をいささかも損なうものではない。
論.文提出者 ・稲村雄大は、1999年3月に青山学院大学経営学AFを卒業後、早稲田大学大学
院商学研究科修.」=課程、ついで同.博士課程に進学 し、2005年3月に単位取得退学を した。そ
の後、2005年4月より(独)産 業技術総.合研究所ベンチャー.開発戦略研究センター研究員と
なり、2006年4月か ら東海大学政治経済学部専任講師、2009年4月か ら芝浦工業大学大学
院=.〔学マネジメント研究科准教授に採用 され、現在に至っている。 日本企業のグローバル戦
略、経営学概論、技術経営データ分析などの科 目を担当 し、教育 ・研究活動に熱心に従事 し
ている。
dA8文提出者は、大学院在学中か ら海外子会社マネジメン トの分野を真s研 究 し、学会活
動では関係学会において優れ た研究報告を行い、T組織科学』、 「a本経営学会uな どの査
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読付 きの学会誌にも論文を発表 している。関係学会では、次代を担 う研究者として将来が期
待 されている。
本論文は、論文提出者の長年にわたる、 日本企業の海外進出および進出後の海外子会社マ
ネジメン トに関する理論ベースの実証研究の成果 をまとめたものであり、同分野に関する研
究に理論面でも実証面でも多大な貢献をなすものといえる。
以上の審査結果に基づ き、本論文提出者 ・稲村雄大は 「博士(商 学〉早稲田大学」の学位
を受ける十分な資格があると認められる。
20U年2月16日
審査員
(主査)早稲田大学教授
早稲田大学教授
早稲田大学教授
明治大学教授
博士(商 学〉早稲田大学
博士(商 学〉早稲田大学
博士(経 営学〉北海道大学
坂野 友昭
大月 博司
藤田 誠
牛丸 元
一zia一
